






















































及的不利益変更の問題点とその背景、憲法上の根拠を示した後に、税と財産権と 関わりが考察されている。税法の遡及適用は本来許さ な が、国家財政の観点から、弾力的な運用の必要性が認識 れ、これを前提に改めて国民の権利保護の在り方を考察しなけ ばならない、と指摘されている。　
日本の判例理論と学説の検討がなされた後、アメリカの合
衆国判例理論について論じられている。アメリカ おいは、税に関する分野では、司法消極主義の姿勢がみられるが、税は政府を支える国民の負担である。その負担の有り様は立法・行政が決定する が原則であるが、デュープロセスにも深く関係し、裁判所による違憲判決も下さ ている。　
質疑応答の中では遡及と税に関連する問題が様々な角度か





してアメリカの判例法について紹介をさせていただきたいと思います。遡及的不利益変更 、特に、刑事法においては絶対的な禁止といってよいと思います。しかし、民事法においては、この問題は議論されることが比較的少なかったです。税法においては、公権力の行使による財産権への制約の観点から遡及的不利益変更の問題を扱 、前回報告させ ただきました。　
税法は、日常に影響するもので、遡及的な不利益変更は予
測可能性、不意打ちの問題を引き起こします。条文 根拠として憲法三九条・遡及処罰禁止規定がありますが、 れは罪刑法定主義を受けた刑事 上の問題であり、税法の直接的な根拠にはならないとされます。根拠と るのは同法八四条思います。租税法律主義は近代市民革命に遡り 『代表なければ課税な 』を謳い上げたものでありますが、単に形式として法律により めればよいということでは く 遡及的な不利益変更の禁止も含ま るのではという議論があります。もっとも、憲法学者は従来この問題に関心が薄かったよ




定めさえすればよいというも で なく、どのような経済活動にいかな 課 がなされるか、あらかじめ国民 知りうる状態にし、それにより予測可能性や法的安定性をもたらすとも目的と ていま 。この点から れば、八四条 根拠として税法の遡及適用の禁止を議論でき はずです。最一判平成二三年九月二二日はこ こと 認めました。しかし、この




上、絶対的に禁止されるものではないことの伏線です。これにより 遡及税法についての憲法判断 「総合的勘案」により判断されるとしています。こ 考え方は、事後法による財産権の制約が問題 なった最大判昭和五三年を参考にしています。背景としては、国民の財産権や経済活動 国家全体にわたる経済政策 密接に結びつくところがあり、その具体的内容を決定するためには多様で専門的な判断 必要とされこの点については立法・行政府の広範な裁量が認められ 領域であるとして ます。　
これに基づいて税法の遡及適用の問題が考えられていま
す。まず、税法の技術的な側面が指摘されます。租税は一年間の経済活動に対して課税されますので、途中で法改正がなされ、これを年度初めに遡及しても予想外の不利益は少い。あるいは税法改正の予定が報道され、駆込み的な経済活動がなさ と、その法改正 目的を著しく阻害するというような場合があげら ています。こう 、税の技術面の特殊性のみ らず、国家財政に直接に影響する税制について、
裁判所は権限と責任を持ち合わせていないところから、立法・行政の判断に敬譲 示している点もあるのではないかと指摘を行いました。　
以上の日本法の概要に引き続き、合衆国最高裁の判例につ




問題であることを強調し、憲法判断における司法消極主義に基づいて審査する判例が現れてきます。その際、目的の正当性を重視し、その達成のための手段として、遡及的な不利益変更を用いるかどうかについては立法者の を尊重する、ということです。経済規制立法は、規制の内容という実体的側面のみならず、その手段・方法も立法者の広範な裁量にゆだねられているということ す。そして、遡及 必要性、程度等についての審査は行われますが、遡及そのものがダイレクトに、デュープロセス 侵害 いるとは考えられていないということです。前回報告した日本の平成二三年判決もまさにこの考え方です。以上、合衆国最高裁 おおよその流れです。次に個々の判決について紹介・検討 きます。　
最初に、一八七四年のストックデイル事件では合憲判決が
下されました。 事件は企業収益からの配当金への課税が問題になり 課税に関し、時限立法が定められていましたが、その期限経過後に復活させました。その間に半年ばかりタイムラグがありましたが、復活させた法律 年度はじめまで遡及させました これにより 二 の法律の連続性が保たれることになり 最高裁は、年度半ば 法改正を、年度はじめ で 遡及することは、一般的 は許されるとしました。税法の性質から一年間を通して すると年度途中の経済活動に対しても課税されると うことで 。この考え方はかなり定着してき いるように思い す。例え
ば、一九三七年のハドソン事件では、銀の売却にあたりその代金の五〇％を課税するとする銀購入法を三五日ほど遡って年度初めまで適用することが許されると判断しました。　
しかし最高裁は、その年度内を大幅に超えて遡及される場
合にも、合憲判決を下す場合がありま 。一九〇二年のレイノルズ事件では、鉄道会社の財産への課税立法がかなり長期にわたり遡及適用されましたが、租税とは、通常の意味における債務ではなく 政府の継続的存立のための 強制的で配分的な貢献であるとしています。通常 債務とは異なって、政府を支えるための負担であり その め 方法 して遡及が必要であればこれも許されるとしています。　
続いて、一九一〇年の国法銀行事件では、国法銀行の頭取
に一定の申告義務を課する法律を遡及適用したこと 問題になっています。申告義務を課すこと より、従来 ぬがれていた税の支払い義務が明らかにさ る いう不利益を生ずるということです。これまで申告義務がなかったの ご かすことが容易にできたけれども、この申告義務により 正 い税が払われるようになったということです。狡猾な納税者への対処という正当な目的であり、新たな租税の創設ではないので遡及は許されるという判決になっています。　
以上は、二〇世紀のはじめ頃の判例ですが、これから十年
ほど経ちますと、今度は違憲判決が出てきます。その根拠となるのがデュープロセス侵害です。この考え方は、単発 取




法律を、五月二三日の贈与に適用した事例です。五月二二日に上院に提出されて 後に両院を通過 、六月二日に大統領の承認を受け 成立したという とです。贈与が されたのは二三日で、上院に法案が提出された後 ので 課税に関しては当事者 事実上、予告はされていたのではないかとの主張は認められず、デュープロセス違反とさ ました。この事件においては、任意・確定的な財産 移動があったわけです。この場合、事後的な課税は不意打ちの要素が極めて強くなり、デュープロセス違反とされたわけです。　
一九二七年のニコラス事件でも違憲判決が下されました
が、信託が問題になった事件です。信託は、日本ではあまり普及していないようですが、生き いるうち 自分の財産を誰かに預け おくもの そして、本人が死亡しますとで、その効力が発生して信託された者に確定的 財産が移り、課税されます。この事件 は、一九一九年に法律が定められましたが、一九〇七年に信託が行われ 一年に信
託者が死亡しました。信託を行った当時には存在しなかった法律を死亡時に適用 て、不利な遺産税が課せられたという事件です。最高裁は、信託時に確定的な財産の移転があり、これに後から定められた不利な法律を遡及適用することは不意打ちにあたるとして違憲としました。　
しかしながら、一九三〇年代に入り合憲判決が続くように





くる二次的な財産を分け、前者への課税の性質等は変化がなく、二次的な財産の部分にあとから制限を加えること 不意打ちにならないという は最高裁の苦心の解釈であろう 思います。しかし がら、信託 、その後に生じてくる収入と切り離してとらえ ことには疑問があり 実態にそぐわない技術的な理論のように思われます。そこで最高裁は、税の問題は国民が負担 る政府のコスト配分であり、立法府の裁量が広く及ぶという、一九〇 年の ックデイル事件の考え方を復活させるようになります。　
これが、一九三八年のウェルチ事件です。州に貢献する企
業からうける配当金は控除の対象とされていましたが一九三五年三月に廃止されました。この廃止を定める法律を一九三三年までさかのぼって適用 いう事件です。上述のように、最高裁は、課税は政府のコスト配分であ を理由に立法府の裁量を重視しましたが、投資にあたってはその時点の税を考慮するはずです。納税者の投資判断に不利益に、遡及的に影響する税法に 問題があるといえます。しかしながら、この考え方は一九八一年のダラスモント事件 引き継がれていきます。ここでは自宅売却利益が一定額をこえるとその一〇％に課税されていましたが、従来は、売却利益の五〇％が控除されていました。しか 、立法により五〇％の控除を廃止し、これを遡及適用しま た。しかし、遡及の
程度がその年の年度はじめまであること、税が新たに創設されたのではなく税率の変更にとどまっていること、そして税は政府コストの配分であるから、これに関する立法府の裁量は重視されるべきことが強調され、合憲となりました。　
以上の判例の流れを見てみると、税法の遡及的不利益変更
は、経済活動への予想外 不利益をもた し、その不意打ち的な要素がデュープロセ に違反するという考え方と並んで、政府コストの負担を理由とする財産権 制約としての側面があることが認識されてきました。一般に、財産権制約立法に関する裁判所の憲法判断は、消極的に行なわれ といって過言ではないと思います。そして 規制目的が正当であば、その手段 賢明であるかどうかは広範な立法・行政の裁量にゆだねられる場合が多いと思います。　
更に、税金の問題は、単に財産権の制約の問題ではなく、
国家財政の問題も提起します。一定の税収を見込み、様々な政策を計画実施する際に、予想外の事態により税収が伸び悩み、これ 改善しなければ国家が破たんする いう場合も当然出てきます。この場合 税収について甘い見通しを行ったことや、脱法行為を許容するような立法を行い、そ 尻拭いのために税法を定めこれを遡及適用して 国民の経済活動に不意打ち、予想外の損害をもたらすことは強く非難されねばなりません。そして、責任も追及され らな でしょう。




使を通して政治的に達成されるべきものであり、政府がおかした先行するミスをカバーするための遡及的税法を 裁判所が無効とすることは、却って国家の破たんを助長し、傷口を広げることにもなりかねません。こうした観点からすると最高裁が先行する立法・行 の判断をできるだけ尊重する方向で審査を行ってい のも理解できる気がします。　
こうした観点から下されたと思われるのが一九九四年の






を感じました。また、課税と財産権の制約とは かなり密接な関係があると感じ した。日本の場合、経済規制法につては実体的な考察が中心だと思います。財産に対す 約の程度、内容についての議論が中心です。しかし、財産権の制約に関してはその制約のプロセスも含めて考察が必要 なる。つまり、どの程度の制約 いかなる目的 なされたかの実体的な側面といかなるプロセスにより制約 なされたか手続的な側面も重視され ければならない。これには、本報告で扱った、遡及的不利益変更のみならず、告知・聴聞の機会など事前手続きにも わってく と思います こうした、財産権という大枠の中で、税金という方法により認められる財産への制約の範囲・限界を考察して くこと ろうと思います。
（しざわ・ますみ
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